
職業訓練法人東京土建技術研修センター 

 

第１ 監査の目的 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第７項に基づき、都が補助金交付等の財政

援助を行っている団体に対して、財政援助に係る事業が、その目的に沿って適正に執行されてい

るか、監査を実施する。 

 

第２ 監査対象の概要 

１  事業の内容 

（１）事業の概要  

職業訓練法人東京土建技術研修センター（以下「研修センター」という。）は、職業能力開

発促進法（昭和４４年法律第６４号）による認定職業訓練その他職業訓練に関し必要な業務を

行うことにより、職業人として有為な労働者の養成と労働者の経済的社会的地位の向上を図る

ことを目的として、平成６年８月に設立された法人で、主に次の事業を行っている。 

ア 労働者、組合員及び求職者に対する認定職業訓練 

イ 職業訓練に関する情報及び資料の提供 

ウ 職業訓練に関する調査研究 

（２）都との関係 

都は、研修センターが行う認定職業訓練の運営等の補助事業に対し、平成１７年度３，０９

０万余円、平成１８年度２，６５５万余円の補助金を交付している。 

 

２  組織 

研修センターは、事務所を豊島区池袋一丁目８番６号に置き、役員１３名（理事長１名、副理

事長２名、専務理事１名、理事６名、監事３名）（うち非常勤役員１１名）及び職員６名で構成

されている。 

 

第３ 監査の範囲及び実地監査期間 

１ 監査の範囲 

平成１７年度及び平成１８年度の事業について実施した。 

２ 実地監査期間 

（１）産業労働局  平成１９年９月１８日及び同年１０月１日 

（２）研修センター 平成１９年９月２５日 
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第４ 監査の結果 

１  事業実績について 

平成１７年度及び平成１８年度における補助実績等は、表１のとおりであり、補助事業実績報

告書を中心に監査を行い、補助対象となっている職業訓練事業の実施状況や経理状況について関

係書類等を確認した結果、事業は補助目的に沿って適正に執行されている。 

 
（表１）補助実績等                                                           （単位：千円） 

対象事業（補助要綱等） 

 概要・実績等 
補助対象額 補 助 額 補 助 率 

１ 東京都事業内職業訓練事業 

（東京都事業内職業訓練事業補助金交付規程） 

 

認定職業訓練の促進と労働者の職業能力開発・資

質の向上を図るための、認定職業訓練の運営、設備

及び施設整備 

 

○平成１７年度 

①運営費            27,809千円

（専門課程） 

高度職業訓練 専門課程（２年） 

居住システム系建築科 修了生４９名 

（短期課程） 

普通職業訓練 短期課程 

建築科      ６７回 ３，０１５名 

建築科ＩＴ   ４回    ５２名 

溶接科     ４回      ８７名 

管理科    １１回    １１６名 

②施設費            3,100千円

建物補修（外壁塗装ほか） 

 

○平成１８年度 

①運営費            25,954千円

（専門課程） 

高度職業訓練 専門課程（２年） 

居住システム系建築科 修了生４７名 

（短期課程） 

普通職業訓練 短期課程 

建築科       ５３回 １，５６０名 

建築科ＩＴ     ５回      ４６名 

溶接科         ３回      ５６名 

管理科       １１回      ９０名 

②設備費             603千円

ＡｕｔｏＣＡＤ ２１式 

デジタル指示器  ２台 

 

 

 

 

 

 

平成１７年度 

72,391

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成１８年度 

57,109

 

 

 

 

 

 

平成１７年度 

30,909 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成１８年度 

26,557 

 

 

 

 

 

補助対象額の 

① 

1/2又は算出基

準単価により

算出した額の

いずれか低い

額 

(国1/4、都1/4）

  

 

 

 

② 

1/2 

(国1/4、都1/4）
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